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１【提出理由】

　当社は、平成28年11月11日（金）に、取締役会において、本邦以外の地域において、第三者割当（以下「本第三者割

当増資」といいます。）の方法にて当社新株式（以下「本新株式」といいます。）及び新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）を発行することを決議いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開

示に関する内閣府令第19条第１項及び第２項第２号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。なお、

本本新株式及び本新株予約権の発行は、平成28年12月22日（木）開催予定の当社定時株主総会（以下「本件定時株主総

会」といいます。）にて本第三者割当増資の承認が得られることを条件とします。

 

２【報告内容】

Ⅰ．本新株式及び本新株予約権

(1）有価証券の種類

本新株式　　：当社普通株式

本新株予約権：当社新株予約権

 

(2）有価証券の内容等

Ａ．本新株式について

(a）発行数

500,000株

 

(b）発行価格及び資本組入額

発行価格　　3.33香港ドル（45円）（１株当たり）

資本組入額　3.33香港ドル（45円）（１株当たり）（注）

※上記発行価格は、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の終値49円の約91％にあたる45円とすることに決定いたしました。上記香港ドル建ての金

額は１香港ドル＝13.52円（2016年10月31日現在の東京外国為替市場における外国為替相場（仲値））に

て換算しております。以下同様とします。

 

(c）発行価額の総額及び資本組入額の総額

発行価額の総額　　1,664千香港ドル（22,500千円）

資本組入額の総額　1,664千香港ドル（22,500千円）

 

(d）株式の内容

　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。

　当社は、単元株制度を採用しておりません。

 

Ｂ．本新株予約権について

(a）発行数

8,000,000個

 

(b）発行価格

0.04香港ドル（0.56円）（１新株予約権当たり）

※上記発行価格は、本新株予約権１個あたりの公正価値である0.612円の91％の値を小数点第３位を切り上

げて、香港ドル換算ししております。

 

(c）発行価額の総額

発行価額の総額　　331千香港ドル（4,480千円）
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(d）新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

　１株あたり額面0.01香港ドルの当社普通株式（完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式）8,000,000株

　本新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は当初は１株とするが、下記

第(ⅰ)乃至第(ⅲ)により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割

当株式数に応じて調整される。

（ⅰ）本新株予約権の行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整

の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

（ⅱ）調整後割当株式数の適用開始日は、調整後行使価額を適用する日と同日とする。

（ⅲ）割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約

権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用

開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、金融商品取引法又は金融商品の取引に適用されるそ

の他の法律若しくは規則に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場

合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

 

(e）新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

　各本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額は、行使価額に行使の対象となる本新株予約権の数を乗じ

た額とする。本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」

という。）は、当初45円とする。但し、行使価額は以下に定めるところに従い調整される。

（ⅰ）本新株予約権の発行後、当社が①株式の併合若しくは株式の分割を行う場合、又は下記第(ⅱ)及び(ⅲ)

に掲げる各事由により②当社の発行済普通株式の総数に変更が生じる場合若しくは変更が生じる可能性

がある場合には、下記第(ⅱ)及び(ⅲ)に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもって行使

価額を調整する。調整後の行使価額は、上記①及び②に掲げる事由の基準日の翌日より適用されるもの

とする。

（ⅱ）当社が株式の併合又は株式の分割を行う場合、行使価額は、以下の行使価額調整式により調整される。

（行使価額調整式）

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式併合・株式分割の比率

（ⅲ）当社が時価を下回る払込金額をもって株式を新たに発行する又は当社が保有する株式を処分する場合、

行使価額は、以下の行使価額調整式により調整される。

（行使価額調整式）

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額／対価

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記行使価額調整式で使用する既発行株式数は当社の発行済株式の総数から、当社の保有する当社株式

を控除した数とし、また当社株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に読み替えるものとする。

（ⅳ）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる

場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価

額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差

し引いた額を使用する。

（ⅴ）①行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。②

行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額が適用される日に始まる60連続取引日の東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。この場

合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。③行使価額調整式

で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、ま

た、かかる基準日がない場合は、調整後の行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。
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（ⅵ）行使価額の調整を行うとき（行使条件価額が調整されるときを含む。）は、当社は、調整後の行使価額

の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前の行使

価額、調整後の行使価額及び行使条件価額並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。

但し、金融商品取引法又は金融商品の取引に適用されるその他の法律若しくは規則に定める場合その他

適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行

う。

（ⅶ）本発行要項の定めにかかわらず、行使価格は、当社普通株式の額面金額を下回わることはできないもの

とする。

「行使日」とは、本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社が受領した日をいう。

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をいう。但し、東京証券取引所におい

て当社株式のあらゆる種類の取引停止処分又は取引制限があった場合には、当該日は「取引日」にあた

らないものとする。

 

(f）新株予約権の行使期間

平成28年12月22日（当日を含む）から平成38年12月21日（当日を含む）までの10年間

 

(g）新株予約権の行使の条件

(1）新株予約権者は、本新株予約権の行使期間中のうち、2017年１月31日までは、行使条件なく本新株予約権

を行使することができるものとする。2017年２月１日以降の期間については、2017年２月１日から行使期

間が終了する日までの間に当社の普通株式の普通取引における株価（注）が一度でも74円以上（取締役会

決議日の直前取引日の普通株式の終値の49円の150％。以下、「行使条件価額」という。））となった場

合にのみ、残りの本新株予約権を行使することができるものとする。行使条件価額は、行使価額と同じく

上記「Ⅰ．(2)．Ｂ．(e)(ⅰ)」に従い調整されるものとする。

　（注）　終値ではなく高値。

 

(2）当社が2017年１月31日までに時価総額10億円を回復できず、上場廃止が見込まれることとなった場合、

2017年２月１日以降、残りの本新株予約権を行使できないものとし、本新株予約権の発行及び行使に関す

る発行会社への払込金額は返還されないものとする。

 

(h）新株予約権の行使により株券を発行する場合の当該株券の発行価格のうちの資本組入額

26,627千香港ドル（360,000千円）

　（注）　本新株予約権が全て行使された場合の見込額である。

 

(i）新株予約権の譲渡に関する事項

　本新株予約権の譲渡に関して特段の制限は付されておりません。

 

(3）発行方法

　第三者割当の方法により、Esther Mo Pei Pei（以下、「割当予定先」又は「モー氏」といいます。）に対し

て、本新株を500,000株及び本新株予約権8,000,000個を割当てます。

 

(4）引受人又は売出しを行う者の氏名又は名称

　該当事項はありません。

 

(5）募集又は売出しを行う地域

香港域内
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(6）提出会社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期

①　本新株式及び本新株予約権発行による手取金の額

 本新株式 本新株予約権

①　発行時の払込金額の総額 1,664千香港ドル（22,500千円） 331千香港ドル（4,480千円）

②　本新株予約権の行使に際して出資される
財産の額

－ 26,627千香港ドル（360,000千円）

③　発行諸費用の概算額 56千香港ドル（752千円） 675千香港ドル（9,120千円）

④　差引手取概算額（①＋②－③＝④） 1,609千香港ドル（21,748千円） 26,284千香港ドル（355,360千円）

　（注）（ⅰ）本新株式発行に係る発行諸費用は、専門家費用、書類作成費用及び株式発行事務費用等で約752千円を予

定しております。

（ⅱ）本新株予約権発行に係る発行諸費用は、価額算定費用として1,000千円（算定機関：東京フィナンシャ

ル・アドバイザーズ株式会社（以下、「東京フィナンシャル・アドバイザーズ」といいます。）、所在

地：〒100－0014　東京都千代田区永田町一丁目11番28号合人社東京永田町ビル９階、代表：能勢元

氏）、その他弁護士費用、書類作成費用、株式発行事務費用等（約8,120千円）を予定しております。

（ⅲ）発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

（ⅳ）本新株式の差引手取概算額は、本新株式の発行価額の総額22,500千円から、本新株式に掛かる発行諸費用

の概算額752千円を差し引いた金額を示しております。

（ⅴ）本新株式の差引手取概算額は、本新株予約権の発行価額の4,480千円及び本新株予約権の行使に際して出

資される価額（当初行使価額ですべての本新株予約権が行使されたと仮定した場合）の360,000千円の総

額から、本新株予約権に掛かる発行諸費用の概算額9,120千円を差し引いた金額を示しております。

 

②　使途

　本新株式及び本新株予約権の発行時の払込金額の総額の具体的な使途は、2016年12月から2017年１月までの当

社グループ（GINSMS Inc.（以下「ＧＩＮＳＭＳ」といいます。）以外）の当面の運転資金として、監査法人支

払９百万円程度、弁護士その他の専門家費用11百万円程度（上記発行諸費用の概算額を含む。）、人件費３百万

円程度、賃料等２百万円程度及びその他の費用２百万円程度を見込んでおります。

　上記「(6）提出会社が取得する手取金の総額並びに使途ごとの内容、金額及び支出予定時期　①本新株式及び

本新株予約権発行による手取金の額」の②には、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額を記載して

います。本新株予約権の行使を決定するのは、基本的に本新株予約権の保有者であること、また行使条件が付さ

れていることから、現時点では、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の具体的な使途を資金計画

に組み込むことは困難ですが、主に弁護士その他の専門家費用、監査法人及び当社グループの人件費支払等の運

転資金として使用する見込みです。また、当社のＡ種優先株式（以下「優先株式」といいます。）（注）の償還

を行う可能性があります。

　（注）　本第三者割当を決議するにあたり、モー氏の希望により、当社の最高経営責任者であるレン・イー・

ハン氏（以下「レン氏」といいます。）が保有する全ての優先株式225,000株及び同氏が持分を100％

保有するOne Heart International Limitedが保有する普通株式2,666,488株のうち、662,000株を、

モー氏に無償で譲渡することを決議しております。なお、本新株予約権の行使により調達した資金か

ら優先株式を償還した場合、本新株式及び／又は本新株予約権の発行が有利発行と見なされる可能性

があります。

 種類 資金使途 金額 支出予定時期

①
本新株式及び本新株予約権の発行時の払込金
額の総額

運転資金
1,996千香港ドル

（26,980千円）
2016年12月から
2017年１月ころ

②
本新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額

運転資金
（注）

26,627千香港ドル
（360,000千円）

2016年12月から
2026年12月ころ

　（注）　優先株式の償還を行う場合には、この資金からの償還を予定しております。

※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。

 

(7）本新株式及び本新株予約権発行年月日

2016年12月22日
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(8）当該有価証券を金融商品取引所に上場しようとする場合における当該金融商品取引所の名称

　株式会社東京証券取引所

 

(9）当該有価証券に令第一条の七に規定する譲渡に関する制限その他の制限

　該当事項はありません。

 

(10）当該株券を取得しようとする者の氏名及び住所

(1）氏名 Esther Mo Pei Pei

(2）住所 Summer Place, Singapore

 

(11）出資関係、取引関係その他これらに準ずる取得者と提出会社との間の関係

　以下「Ⅱ．(1）ｂ」に記載のとおりです。

 

(12）保有期間その他の当該株券の保有に関する事項についての取得者と提出会社との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

 

Ⅱ．第三者割当の場合の特記事項

(1）割当予定先の状況

ａ．割当予定先の概要

氏名 Esther Mo Pei Pei氏

住所 Summer Place, Singapore

職業 Yahweh Consultancy Pte Ltdの取締役

　（注）　割当予定先の概要の欄は、平成28年11月11日現在におけるものを記載しております。

 

ｂ．提出者と割当予定先との間の関係

出資関係
モー氏は当社子会社であるＧＩＮＳＭＳの株式を1,064,500株保有しており、その所有
割合は約0.75％（小数点以下第三位を繰り上げ）です。

人事関係 －

資金関係 －

技術又は取引等における関係

モー氏が取締役となっているYahweh Consultancy Pte Ltd（以下「Ｙａｈｗｅｈ」とい
います。）は、2009年までInphosoft Group Pte Ltd（2012年にＧＩＮＳＭＳが買収）
及び同社の子会社（以下「Ｉｎｐｈｏｓｏｆｔ」といいます。）に対してコンサルティ
ング業務を提供しておりました。また、Ｙａｈｗｅｈは2015年10月から2016年３月ま
で、ＧＩＮＳＭＳの経理のサポート作業を行っておりました。もっとも現時点では当社
グループとＹａｈｗｅｈあるいはモー氏個人との間に取引関係はありません。

　（注）　割当予定先の概要の欄は、平成28年11月11日現在におけるものを記載しております。

 

ｃ．割当予定先の選定理由

　当社を取り巻く現在の経営環境及び当社の財政状態に鑑み、公募増資や銀行等の金融機関からの借入による資

金調達が極めて困難な状況にあると認識しています。2015年８月に発行した行使価額修正条項付新株予約権（以

下「ＭＳワラント」といいます。）並びに2016年５月及び2016年７月に発行した新株予約権の行使により資金調

達ができていない中、現在、当社は喫緊に当面の運転資金を確保する必要があります。また株式及び新株予約権

を発行した場合、借入をした場合に比べ利息が発生しない点も考慮に入れ、資金を機動的に調達できる手段とし

て、株式及び新株予約権の発行による資金調達が、当社の企業価値向上に最も資するものと判断し、割当先を選

定するため複数の投資家と交渉してまいりました。またモー氏氏を割当先として選定した理由は、同氏が十分な

資金を保有しており最も迅速に本新株式及び本新株予約権の引き受けが可能であり、過去に当社の主要な子会社

であるＧＩＮＳＭＳ及びその子会社に対してコンサルティング・サービスを提供していたことから、同社の事業

についての知見と理解があるモー氏に対して割り当てることが最善であるとの結論に至ったためです。
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ｄ．割り当てようとする本新株式及び本新株予約権の数

　モー氏に対して、本新株を500,000株及び本新株予約権8,000,000個を割当てます。

 

ｅ．株券等の保有方針

　本新株式及び本新株予約権について、当社と割当予定先との間で、継続保有及び預託に関する取り決めはあり

ません。また、割当予定先の当社株式及び新株予約権の保有目的は、投資目的のため長期保有は約されておりま

せん。

　なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が、割当予定日より２年以内に本第三者割当増資により発行され

る本新株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報

告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意する

ことにつき、確約書を取得しています。

　また、当社は割当予定先との間で、割当予定先が本日より２年間は当社の経営に参加しないこと及び当社の取

締役会のメンバーにならないことの確認書を交わしています。

 

ｆ．払込みに要する資金等の状況

　払込金は、本新株式及び本新株予約権の発行前に当社の銀行口座に預け入れられなければならないこととして

います。当社はモー氏が口座を有する銀行から書面を入手することにより払込みに要する財産の存在について確

認しました。

 

ｇ．割当予定先の実態

　モー氏が反社会的勢力との間に一切関係がないことを第三者発行の書面にて確認しております。

　また、すべての割当予定先が反社会的勢力等とは一切関係がないことを示す確認書を株式会社東京証券取引所

に提出しております。

 

(2）株券等の譲渡制限

　該当事項はありません。

 

(3）発行条件に関する事項

ａ．発行価格の算定根拠及び発行条件の合理性に関する考え方

　本新株式の発行価額は、本新株式発行に係る取締役会決議日の直前取引日の東京証券取引所における普通取引

の終値の91％に相当する45円に決定いたしました。なお、本新株式の発行価額の当該直前取引日までの１か月間

の終値平均65円に対する乖離率は31％、当該直前取引日までの３か月間の終値平均73円に対する乖離率は38％、

当該直前取引日までの６か月間の終値平均76円に対する乖離率は41％となっております。本新株式の発行価額の

算定方法について、取締役会決議日の直前取引日の終値の91％に相当する45円といたしましたのは、当社の業績

動向、当社の株価動向、具体的な使途、支出額、支出予定時期、割当予定先との交渉の結果、新株式及び自己株

式の発行に関する日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」の考え方に準じて、直近の株価を

基準とすることが公正妥当であると判断したことによるものであります。

　本新株予約権の発行要項及び割当先と当社との間で締結する売買契約に関する諸条件を考慮した本新株予約権

の価額の評価を独立第三者である算定機関：東京フィナンシャル・アドバイザーズに依頼しました。本新株予約

権１個当たりの発行価額の公正価値は、0.612円と算出されました。なお、当該金額は、東京フィナンシャル・

アドバイザーズが、当社の株価（49円）、行使価格（45円）、ボラティリティ（77.04％）、行使期間（10

年）、リスクフリーレート（－0.070％）、行使条件の要素を考慮して、一般的なオプション価格算定モデルで

あるモンテカルロ・シミュレーションによって算出されております。また、新株予約権を行使した場合の行使価

値と継続して保有した場合の継続価値を比較することで行使行動を決定するものとされております。つまりは、

新株予約権者は継続価値よりも行使価値が高いと判断した時に新株予約権を行使することを仮定しております。

割当予定先からは、当社の窮状に鑑み、本新株式及び本新株予約権の双方について、発行価額を大幅にディスカ

ウントして欲しいとの要請がありました。この点、当社としては、直ちに既存株主に希薄化の影響が生じる株式

の発行について、大幅なディスカウントを行うのは適切ではないと判断し、本新株予約権の発行価額をについて

も同じ比率でディスカウントすることを提示しました。その結果、本新株式については、有利発行に該当しない

水準の時価ベースでの発行を行い、本新株予約権についても、有利発行に該当しない水準で発行することとし、

割当予定先の合意を取り付けることができました。以上の経緯により、当社は、本新株予約権１個当たりの発行

価額は、当該価額から９％ディスカウントした0.56円とすることを決定した次第です。
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ｂ．第三者割当による有価証券の発行が会社法に定める特に有利な金額又は特に有利な条件による発行に該当しな

いものと判断した理由及び判断の過程

　上記に記載のとおり本新株式の発行価額は、本新株式発行に係る取締役会決議日の直前取引日の東京証券取引

所における普通取引の終値の91％に相当する45円に決定いたしました。なお、本新株式の発行価額の当該直前取

引日までの１か月間の終値平均65円に対する乖離率は31％、当該直前取引日までの３か月間の終値平均73円に対

する乖離率は38％、当該直前取引日までの６か月間の終値平均76円に対する乖離率は41％となっております。本

新株式の発行価額の算定方法について、取締役会決議日の直前取引日の終値の91％に相当する45円といたしまし

たのは、当社の業績動向、当社の株価動向、具体的な使途、支出額、支出予定時期、割当予定先との交渉の結

果、新株式及び自己株式の発行に関する日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」の考え方に

準じて、直近の株価を基準とすることが公正妥当であると判断したことによるものであります。

　本新株式の払込金額の適法性につきましては、本日承認された取締役会決議にて取締役３名全員が、特に有利

な金額による発行に該当しない旨の意見を表明しております。当該意見の基礎として、当社株式の価値を表す客

観的な値である市場価格を基準とし、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱に関する指針」の考え方に準じ

た取り扱いがなされていること、当社の業績動向、当社の株価動向、具体的な使途、支出額、支出予定時期、割

当予定先との交渉の結果等を考慮し、その結果、払込金額は適正かつ妥当であり、特に有利な金額による発行に

は該当しない旨の意見が表明されたものです。

　ただ、上記「Ⅰ．(6）②」に記載のとおり、優先株式の償還が行われた場合、日本の有利発行規制のもとで

は、特に有利な発行であったと解される可能性があること、また、希薄化率が高いことを考慮し、当社取締役会

は、当社の2016年度定時株主総会において株主の皆様の普通決議ではなく、特別決議（当社定款に定める意味を

有する）による承認を得た上で、本新株式を発行することを決議しました。

　本新株予約権の払込金額の適法性につきましては、本日承認された取締役会決議にて取締役３名全員が、特に

有利な金額による発行に該当しない旨の意見を表明しております。当該意見の基礎となる判断要素として、払込

金額の算定にあたり算定機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズが公正な評価額に影響を及ぼす可能性

のある行使価額、当社株式の株価等を考慮して、新株予約権の評価額の算定手法として一般的に用いられている

モデルを用いて公正価値を算定していること等を考慮し、その結果、当該算定機関の評価額は合理的な公正価格

と考えられ、また当該公正価格からのディスカウント率が９％であることを考慮し、本新株予約権の払込金額及

び行使価額については適正価額であり、特に有利な金額による発行ではない旨の意見を述べております。

　ただ、上記「Ⅰ．(6）②」に記載のとおり、優先株式の償還が行われた場合、日本の有利発行規制のもとで

は、特に有利な発行であったと解される可能性があること、また、希薄化率が高いことを考慮し、当社取締役会

は、当社の2016年度定時株主総会において株主の皆様の普通決議ではなく、特別決議（当社定款に定める意味を

有する）による承認を得た上で、本新株予約権を発行することを決議しました。

 

(4）大規模な第三者割当に関する事項

　2016年11月11日現在の当社の発行済株式総数（普通株式及び優先株式）に係る議決権の総数は9,249,158.79個

（自己株式はありません。）で、本第三者割当増資により発行される本新株式及び本新株予約権（潜在株式）に係

る議決権の数は8,500,000個であり、希薄化率は91.90％となります。また、2016年５月の第三者割当で発行した株

式500,000株及び新株予約権2,000,000個（潜在株式）の合計に係る議決権の数の2,500,000個及び2016年７月の第

三者割当で発行した株式570,000株及び新株予約権3,420,000個（潜在株式）の合計に係る議決権の数の3,990,000

個を合わせた、当該2016年５月の第三者割当実施前の発行済株式総数（普通株式及び優先株式）に係る議決権の総

数である8,179,158.79株に対する、希薄化率は183.27％となります。なお、参考として、2016年10月末日時点にお

ける未行使のＭＳワラント1,801,748個に係る議決権の数1,918,229個を加算した、上記8,179,158.79個に対する希

薄化率は206.72％となります。（2016年５月24日、割当株式数は、新株予約権１個あたりにつき１株から1.064649

株に調整されました。）このように、希薄化率は決して低いとはいえず、最近の出来高と比較しても発行する本新

株式及び本新株予約権（潜在株式）の数が多いこと及び上記「Ⅱ．(1）ｅ．株券等の保有方針」に記載のとおり、

割当予定先の当社株式及び新株予約権の保有目的は投資目的であり、長期保有が約されていないため割当予定先が

保有株式を売却することにより急激な株価下落を引き起こす可能性があることも否めませんが、今回調達する資金

は、当社の直近の運転資金のために緊急に必要な状態であります。
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(5）第三者割当後の大株主の状況

 募集前（2016年６月30日現在）1 募集後2

１. One Heart International Limited3 30.72％ Esther Mo Pei Pei5 40.52％

２. Lie Wan Chie 15.26％ Lie Wan Chie4 28.70％

３. ヤマザキ　カズヤ 3.38％ One Heart International Limited3 8.65％

４. Lian Yih Hann（優先株式）4 2.59％ ヤマザキ　カズヤ 1.27％

５. 原野　直也 2.38％ 原野　直也 0.89％

６. コバヤシ　タクヤ 1.27％ コバヤシ　タクヤ 0.48％

７. ハマノ　タケユキ 0.81％ ハマノ　タケユキ 0.30％

８. ニシゾノ　タケユキ 0.69％ ニシゾノ　タケユキ 0.26％

９. ミヤタ　カズノリ 0.67％ ミヤタ　カズノリ 0.25％

10. ホボ　アキヒロ 0.59％ ホボ　アキヒロ 0.22％

　（注）１．2016年６月30日付の当社の発行済株式総数8,679,158.79株（普通株式及びＡ種優先株式の合計）に対する割

合です。

２．本第三者割当増資後の当社の発行済株式総数23,169,158.79株（本第三者割当増資により発行される本新株

式500,000株及び本新株予約権が全て行使されたと仮定した潜在株式8,000,000株、2016年５月及び2016年７

月の第三者割当で発行した新株予約権が全て行使されたと仮定した潜在株式5,420,000株及び2016年11月11

日現在の発行済株式総数9,249,158.79株（普通株式及びＡ種優先株式の合計）との合計）に対する割合で

す。2016年６月30日時点より、割当予定先及びリー氏以外の大株主の保有株式数の状況に変化がないことを

前提にしています。参考用として６ヶ月以内に発行した新株予約権のみを潜在株式として含めており2015年

８月発行のＭＳワラントは含めておりません（当該ＭＳワラントの最低行使価額は、152.1円であり、現在

の当社の株価水準よりかなり高く当面当該ＭＳワラントの行使が見込めないため）。

３．One Heart International Limitedの持分は、レン氏が100％保有しています。

４．2016年９月13日時点でのリー氏の保有割合は、49.87％でした。（当時の当社の発行済株式総数

14,669,158.79株（2016年７月の第三者割当により発行された新株式570,000株及び2016年５月及び2016年７

月の第三者割当により発行された潜在株式5,420,000株（新株予約権が全て行使されたと仮定した）及び

2016年７月12日時点の発行済株式総数8,679,158.79株（普通株式及びＡ種優先株式の合計）との合計）に対

する割合。）

2016年９月13日時点で同氏は、1,894,814株を保有しておりましたが、2016年９月14日から2016年11月10日

まで計665,393株を市場で売却したとの報告を受けております。

５．本第三者割当を実施するにあたりOne Heart International Limited及びレン氏からモー氏に譲渡される普

通株式及び優先株式を含みます。

 

(6）大規模な第三者割当の必要性

　上記「Ⅱ．(1）ｃ．割当予定先の選定理由」に記載のとおり、当社を取り巻く現在の経営環境及び当社の財政状

態に鑑み、公募増資や銀行等の金融機関からの借入による資金調達が極めて困難な状況にあると認識しています。

ＭＳワラント及び2016年５月及び2016年７月に発行した新株予約権の行使により資金調達できていない中、現在、

当社は喫緊に当面の運転資金を確保する必要があります。また本新株式及び本新株予約権を発行した場合、個人投

資家から借入をした場合に比べ利息が発生しない点も考慮に入れ、これらに要する資金を機動的に調達できる手段

として、新株式の発行による資金調達が、当社の企業価値向上に最も資するものと判断いたしました。

　そのため、当社は、割当予定先と交渉を進め、その結果、割当予定先との間で本第三者割当増資を実施すること

について合意しました。また、当社は、引き続き金融機関からの借入などによる資金調達が引き続き困難な状況に

あるため、今般、本第三者割当増資を決議いたしました。

　上記のとおり、公募増資や銀行等の金融機関からの借入等、本第三者割当増資以外の方法を取ることが困難な状

況にあるため、割当予定先と本第三者割当増資を実施することが現時点での最適な方法と判断しました。

 

(7）株式併合等の予定の有無及び内容

　該当事項はありません。
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(8）その他参考になる事項

　該当事項はありません。

 

Ⅲ．提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

発行済株式総数及び資本金の額（平成28年11月11日現在）

発行済株式総数　　普通株式　　　9,024,158.79株

Ａ種優先株式　225,000株

資本金の額　　　　12千米ドル（１百万円）

　上記米ドル建ての金額は１米ドル＝104.86円（2016年10月31日現在の東京外国為替市場における外国為替相場

（仲値））にて換算しております。

 

Ⅳ．安定操作に関する事項

　該当事項はありません。

 

以　上
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